
拝啓 時下ますます御健勝のことと存じます。

さて、平成２０年度の国の予算につきましては、昨年１２月２４日閣議決定さ

れたところであります。

この国の予算に関連して、現在平成２０年度の地方財政計画の策定を急いでい

るところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりません

が、地方公共団体の予算編成作業の状況にかんがみ、さしあたり現段階における

地方財政の見通し、その他予算編成上留意すべき事柄について、別紙のとおりお

知らせいたします。

なお、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくよ

うお願い申し上げます。

時節柄御自愛専一の程お祈りいたします。

敬 具

平成２０年１月２２日

総務省自治財政局財政課長

佐 藤 文 俊

各都道府県総務部長 殿

（財政課、市町村担当課扱い）

各指定都市財政局長 殿

（財政課扱い）
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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、昨年１２月４日「平成２０年度予算編成の基本方針」（別添資料

第１）を閣議決定するとともに、１２月１９日に「平成２０年度の経済見通

しと経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに基

づいて同月２４日、平成２０年度予算の概算（別添資料第３）を閣議決定した。

１ 平成２０年度予算及び財政投融資計画は、次のような基本的考え方により

編成された。

(1) 平成２０年度予算は、歳出改革を軌道に乗せる上で極めて重要な予算で

あり、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳出改革の努力を決して

緩めることなく、国・地方を通じ、引き続き「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定。以下、「基本方

針２００６」という。）」及び「経済財政改革の基本方針２００７（平成

１９年６月１９日閣議決定。以下、「基本方針２００７」という。）」に

則り、最大限の削減を行うとともに、若者が明日に希望を持ち、お年寄りが

安心できる「希望と安心」の国の実現のため、予算の重点化・効率化を行う。

(2) 歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、一般歳出及び一般会計歳出に

ついて厳しく抑制を図る。足下の経済情勢や税収動向を踏まえ、新規国債

発行額について極力抑制する。

(3) 予算の配分に当たり、「公共事業関係費」及び「その他経費」について

は、「公共事業関係費」の総額を前年度予算額から３％減算した額、「そ

の他経費」の総額を前年度予算額から原則として３％減算した額及び重点

化促進加算額の合計額の範囲内とすることを基本に厳しく抑制する。「義

務的経費」は、自然増を放置することなく、制度・施策の抜本的見直しを

行い、歳出の抑制を図る。また、引き続き予算執行実績を的確に踏まえた

予算とする。

(4) 予算配分の重点化・効率化に当たっては、「活力ある経済社会の実現」、

「地方の自立と再生」及び「国民が安全で安心して暮らせる社会の実現」

に施策を集中する。また、各府省は、各施策について成果目標を提示し、

厳格な事後評価を行う。政策評価等を活用し、歳出の効率化・合理化を進
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める。「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」（平成１８年法律第４７号。以下、「行革推進法」という。）に基づ

き、行政のスリム化・効率化を一層徹底し、国・地方の定数純減方針に則

り、総人件費改革や特別会計改革、資産債務改革等により財政健全化に取

り組み、適切に予算に反映させる。さらに、法令遵守等を徹底しつつ、民

間活力の活用による効率化に努めるとともに、公共サービスの合理化・効

率化を織り込み、単価を引き下げ、経費を削減する。また、各府省に第三

者機関を設置するなど、随意契約の更なる適正化を推進する。

(5) 税制については、「基本方針２００７」を踏まえ、高齢化に直面する中

で、成長力を高め、２１世紀の我が国にふさわしい税制を構築する。歳出

改革等を実施した上で、それでも対応しきれない社会保障や少子化などに

伴う負担増については、安定的な財源を確保し、将来世代への負担の先送

りを行わないようにする。今後、国民的な合意を目指して、消費税を含む

税体系の抜本的改革を実現させるべく取り組む。

(6) 「基本方針２００７」に沿って、歳出・歳入を一体的にとらえ、戦略的

かつ効果的な予算編成を行う。また、「日本経済の進路と戦略」（平成１９

年１月２５日閣議決定。以下、「進路と戦略」という。）に沿って、財政

健全化の中期目標との整合性を確保する。政策評価の一層の改善・充実を

図りつつ、予算書・決算書の表示科目の単位と政策評価の単位とを原則と

して対応させ、政策評価と予算・決算との連携強化を更に進める。さらに、

各府省が公表している財務情報等の活用を図る。

２ また、「平成２０年度予算編成の基本方針」においては、「地方財政」及

び「地方の自立と再生」について、以下の方針が示されている。

(1) 平成２０年度予算においても、「基本方針２００６」及び「基本方針

２００７」に則り、国の取組と歩調を合わせて、人件費、投資的経費、一

般行政経費の各分野にわたり、厳しく抑制を図るとともに、安定的な財政

運営に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源の総額を確保する。

(2) 財政面からも地方が自立できるよう、地方税財政の改革に取り組む。

国・地方の財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担金、地方交付税、税源

移譲を含めた税源配分の見直しの一体的な改革に向け地方債を含め検討する。
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(3) 法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間で財政力に格差が

あることを踏まえ、地方間の税源の偏在是正について、具体策を策定し、

その格差の縮小を目指す。また、「ふるさと」に対する納税者の貢献や、

関わりの深い地域への応援が可能となる税制上の方策の実現に向け、検討

する。

(4) 地方公共団体においては、「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針」（平成１８年８月３１日付け総務事務次官通知。以下、

「地方行革新指針」という。）等を踏まえ、より一層積極的に地方行革に

取り組む。

(5) 地方の元気が日本の力であり、地方と都市がともに支え合う「共生」の

考え方に基づき、地方の再生に取り組む。地方の再生に向けた総合的な戦

略と連携した地方税財政上の対応として、地方の自主的・主体的な活性化

施策に必要な地方交付税の特別枠を確保し、条件不利地域の状況や行革努

力も勘案して、重点的に配分する。その財源は、地方税の偏在是正により

生じる財源を活用する。

３ このような方針に基づいて編成された平成２０年度の一般会計予算の規模

は、８３兆６１３億円（前年度比１，５２５億円、０．２％増）で、一般歳

出は、４７兆２，８４５億円（前年度比３，０６１億円、０．７％増）とな

っている。

財政投融資計画の規模は、１３兆８，６８９億円（前年度比２，９３３億

円、２．１％減）となっている。

また、「平成２０年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」におい

ては、平成２０年度の国内総生産は５２６．９兆円程度、名目成長率は２．１

％程度、実質成長率は２．０％程度となるものと見込まれている。

第２ 地方財政対策

平成２０年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

の伸びが鈍化する中で、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推

移すること等により、依然として大幅な財源不足が生じるものと見込まれた。

このため、「基本方針２００６」及び「基本方針２００７」に沿って、国
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の歳出予算と歩を一にして地方歳出を見直すこととし、定員の純減や給与構

造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、これら

を通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることとする一方、喫緊の課題

である地方の再生に向けた自主的・主体的な地域活性化施策の充実等に対処

するため、安定的な財政運営に必要な地方交付税及び一般財源の総額を確保

することを基本として地方財政対策を講じることとした。その概要は次のと

おりである。

１ 自主的・主体的な地域活性化施策に必要な歳出の特別枠「地方再生対策費」

の創設

喫緊の課題である地方の再生に向けた総合的な戦略と連携した地方税財政

上の対応として、「地方と都市の共生」の考え方の下、地方税の偏在是正に

より生じる財源を活用して、地方財政計画の歳出に、地方が自主的・主体的

に取り組む地域活性化施策に必要な特別枠「地方再生対策費」を創設するこ

ととしている。

「地方再生対策費」は、今般の地域間の税収偏在の是正策による効果額を

勘案して、４，０００億円を計上する。ただし、偏在是正の効果が発現する

までの間は、つなぎ措置として、その財源のうち３，７００億円（交付団体

の需要増加相当額）の全部又は一部を臨時財政対策債の発行により確保する。

平成２０年度においては、偏在是正の効果が発現しないため、その全額を臨

時財政対策債の発行により措置する。なお、「地方再生対策費」に係る臨時

財政対策債の発行額は、道府県分の既往の臨時財政対策債の発行額に加算す

ることとしている。

「地方再生対策費」は、地方交付税の算定を通じて、市町村、特に財政状

況の厳しい地域に重点的に配分することとし、道府県分の算定額を１，５００

億円程度、市町村分の算定額を２，５００億円程度とするとともに、算定に

当たっては、人口規模のコスト差を反映（段階補正）するほか、第一次産業

就業者比率や高齢者人口比率等を反映することとしている。また、合併市町

村については、旧市町村単位で算定した額を合算することにより合併後のま

ちづくり等の財源を確保することとしている。

２ 安定的な財政運営に必要な地方交付税及び一般財源の総額の確保
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国と地方の信頼関係を維持しつつ、歳出・歳入一体改革を進めるとともに、

喫緊の課題である地方の再生に向けた自主的・主体的な地域活性化施策の充

実等に対処するため、「基本方針２００６」及び「基本方針２００７」に沿

って、地方公共団体の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一

般財源の総額を確保することが必要である。特に、地方税収入の伸びが鈍化

する中で、地方交付税の総額を確保することが是非とも必要である。

このような観点に立って、地方財政対策を講じた結果、平成２０年度にお

いては、地方交付税総額は１５兆４，０６１億円、前年度に比し２，０３４

億円の増を確保することとし、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税

総額は、１８兆２，３９３億円、前年度に比し４，０６６億円の増と、平成

１５年度以来の増額確保を図ることとしたところである。

また、一般財源総額（地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税、

地方特例交付金等の合計額をいう。）は、５９兆８，８５８億円、前年度に

比し６，５９２億円の増となり、平成１９年度における増額幅を更に上回る

増額を図ることとしたところである。特に、交付団体（平成１９年度算定ベ

ース）の一般財源総額について、前年度に比し５，８００億円程度の増を確

保することとしたところである。

３ 財源不足とその補てん措置

平成２０年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

の伸びが鈍化する中で、経費全般について徹底した節減合理化に努めたが、

社会保障関係経費の自然増や公債費が依然高水準であることなどにより、大

幅な財源不足が生じる見込みとなった。このため、平成１９年度に予定され

ていた交付税特別会計借入金の償還を繰り延べた上で、当該償還予定額

（５，８６９億円）を平成２０年度に繰り越して地方交付税の総額に加算す

ることとするとともに、平成２０年度に予定されている交付税特別会計借入

金の償還を平成２６年度以降に繰り延べることとし、また、平成１８年度精

算分の一部（５，０１６億円の減額のうち３，０１６億円）を平成２１年度

に繰り延べることとした。その結果、５兆２，４７６億円の財源不足が生じ、

平成８年度以来１３年連続して、「地方交付税法」（昭和２５年法律第２１１

号）第６条の３第２項の規定に該当する財源不足を生じることとなった。
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平成２０年度の地方財政対策においては、上記の財源不足額５兆２，４７６

億円について、平成１９年度に講じた平成２１年度までの制度改正に基づき、

従前と同様の例により、次の補てん措置を講じることとした結果、前年度に

引き続き、国と地方が折半して補てんすべき財源不足額は生じないこととな

った。

(1) 財源対策債の増発 １兆５，４００億円

一般公共事業等の充当率の臨時的引上げ等により建設地方債を増発する

ものであること。

(2) 国の一般会計における加算 ６，７４４億円

平成１９年度以前の地方財政対策に基づき「地方交付税法」の定めると

ころにより平成２０年度の地方交付税総額に加算することとされている額

（以下、「既往法定分」という。）を国の一般会計から交付税特別会計へ

繰り入れるものであること。

上記の既往法定分６，７４４億円の内訳は、「地方交付税法」附則第４

条の２第２項（平成１９年度における国から地方公共団体への税源移譲に

伴う地方交付税総額の減少影響の緩和措置額）に基づく加算額２，０００

億円及び同条第３項（公共事業等臨時特例債の利子負担額等）に基づく加

算額４，７４４億円であること。

(3) 臨時財政対策債の発行 ２兆８，３３２億円

地方が負担する臨時財政対策債の元利償還等に係る次の合算額を補てん

するものとして「地方財政法」（昭和２３年法律第１０９号）第５条の特

例となる地方債を発行するものであること。

ア 平成１３年度以降に発行した既往の臨時財政対策債の元利償還に起因

する財源不足額 １兆２，５２２億円

イ 地方財政計画歳出の投資的経費（単独）及び一般行政経費（単独）と

決算との一体的かい離是正分の一般財源に相当する額のうち次の合算額

１兆２，１１０億円

① 平成１７年度是正分 １，４００億円（平成１７年度是正分の一般

財源相当額３，５００億円の５分の２）

② 平成１８年度是正分 ６，０００億円（平成１８年度是正分の一般
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財源相当額１兆円の５分の３）

③ 平成１９年度是正分 ４，７１０億円（平成１９年度是正分の一般

財源相当額６，０００億円の５分の４（４，８００億円）のうち財源

不足となるもの）

なお、上記①から③までの一体的かい離是正分については、それぞ

れ当初の発行年度以降５年間で段階的に地方税、地方交付税等の一般

財源による措置（財源不足が生じる場合には国と地方が折半して補て

ん）に移行することとしており、この間において、本来であれば国負

担となる分との差額については、後年度に地方交付税総額に加算する

ことにより調整することとしていること。

ウ 地方再生対策費分 ３，７００億円

(4) 特別交付金の交付 ２，０００億円

恒久的減税による減収を補てんする制度であった減税補てん特例交付金

が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う経過措置として設けられた

交付金（「地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律」（平成

１１年法律第１７号）附則第４条第１項）を交付するものであること。

４ 地方交付税の総額

平成２０年度の地方交付税の総額は１５兆４，０６１億円（前年度比

２，０３４億円、１．３％増）となっている。

なお、平成１８年度分の精算（５，０１６億円の減額）については、その

一部（３，０１６億円）を繰り延べ、平成２１年度における既往法定分の加

算予定額を勘案して、同年度の地方交付税の総額から減額することとし、平

成２０年度においては２，０００億円を減額することとしている。

また、次の(1)から(4)までに掲げる額の合計額については、平成２６年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、(5)から(7)までに掲げる額の

合計額については、平成２１年度及び平成２２年度の地方交付税の総額から

減額することとし、その旨法律に定めることとしている。

(1) 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額等

２，６６９億円
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(2) 平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し、一般会

計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 ３５億円

(3) 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 ４９億円

(4) 昭和６１年度、平成４年度から平成８年度までの間及び平成１０年度に

おける交付税特別会計借入金に関し、一般会計から交付税特別会計に繰り

入れることとしていた利子相当額（後年度に償還財源を一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしているものに係るものを除く。）

３３９億円

(5) 平成１８年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた通常収

支に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差額

５９９億円

(6) 平成１８年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた恒久的

な減税に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差

額 ２４４億円

(7) 平成１８年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた国庫補

助負担金の一般財源化に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際

に要した額の差額 ４億円

５ 交付税特別会計借入金の償還計画の見直し

前年度の地方財政対策時においては、地方税収入及び地方交付税の原資と

なる国税収入の大幅な伸びが見込まれたことから、「進路と戦略」参考試算

（平成１９年１月１８日経済財政諮問会議提出）における経済成長率も勘案

し、交付税特別会計借入金（地方負担分）について、平成３８年度までの償

還計画を新たに作成したところであるが、その後の地方税収入及び国税収入

の伸びの鈍化を勘案し、必要な地方交付税総額を確保するため、平成１９年

度、平成２０年度及び平成２１年度に行う予定となっている交付税特別会計

借入金の償還をそれぞれ平成２５年度以降、平成２６年度以降及び平成２７

年度以降に繰り延べる方式により、現行の償還期限の範囲で、償還計画を見

直すこととしている。

６ 地方税制改正
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平成２０年度の地方税制改正においては、税制の抜本的な改革において偏

在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の暫定措置として、法人

事業税の税率の引下げを行うとともに、地方法人特別税を創設し、その収入

額に相当する額を地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与するため

所要の措置を講じることとしている。

また、最近における社会経済情勢等にかんがみ、個人住民税について、寄

附金控除の拡充、上場株式等の配当等・譲渡所得等に対する税率の特例措置

の見直し並びに公的年金からの特別徴収制度の創設を行い、自動車取得税及

び軽油引取税の税率の特例措置の適用期限の延長並びに公益法人制度改革に

対応した所要の措置を講じるほか、非課税等特別措置の整理合理化等を行う

こととし、所要の措置を講じることとしている。

７ 地方財政の規模

平成２０年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８３兆

４，０００億円程度（前年度比０．３％程度増）、歳出のうち公債費（公営

企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）及び不交付団体水準超

経費を除く地方一般歳出の規模は前年度比０．０％程度の増となる見込みで

ある（別添資料第４）。

なお、平成２０年度の地方財政計画においては、歳入に占める一般財源

（地方税、地方譲与税、地方特例交付金等及び地方交付税の合計額をいう。）

の比率は６８．４％程度（平成１９年度６８．１％）、地方債依存度は１１．

５％程度（平成１９年度１１．６％）となる見込みである。

また、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２０年度末借入金

残高は１９７兆円程度（平成１９年度末１９９兆円）となる見込みである。

第３ 予算編成の基本的考え方

平成１９年度の我が国経済は、一部に弱さがみられるものの、景気は回復

している。企業部門の底堅さが持続し、景気回復が続くと見込まれるものの、

改正建築基準法施行の影響により住宅建設が減少していること等から、回復

の足取りが緩やかになると見込まれる。物価の動向をみると、消費者物価指

数は、石油製品等の上昇により上昇すると見込まれる。一方、サブプライム
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住宅ローン問題を背景とする金融資本市場の変動、原油価格の高騰等が我が

国に与える影響については注視する必要がある。

「平成２０年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政

府は、「希望と安心」の国の実現に向け、「自立と共生」の理念に基づき、

安定した経済成長を図るとともに改革を進め、①活力ある経済社会の実現、

②地方の自立と再生、③国民が安全で安心して暮らせる社会の実現を図るこ

ととしている。

平成２０年度においては、「基本方針２００６」「基本方針２００７」等

を踏まえ、成長力強化及び地方の自立と再生に取り組むとともに、財政健全

化に向けた歳出・歳入一体改革等を進めることとしている。

政府と日本銀行は、民間需要主導の持続的成長を図り、これと両立する安

定的な物価上昇率の定着に向け、マクロ経済運営に関する基本的視点を共有

し、政策運営を行うこととしているほか、今後とも、経済情勢によっては、

大胆かつ柔軟な政策運営を行うこととしている。なお、平成１９年度に引き

続き、海外経済の動向などにみられるリスク要因が我が国経済に与える影響

については注視する必要があるとしている。

平成２０年度の我が国経済については、世界経済の回復が続く下、平成１９

年度に引き続き企業部門の底堅さが持続するとともに、家計部門が緩やかに

改善し、「自立と共生」を基本とした改革への取組の加速・深化と政府・日

本銀行の一体となった取組等により、物価の安定の下での民間需要中心の経

済成長になると見込まれている。

そうした中で、明年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお平成１９年度に引き続き大幅な財源不足の状況にある。社会保障関係

経費の自然増が見込まれることに加えて、地方財政の借入金残高は平成２０

年度末に１９７兆円と見込まれ、今後、その償還負担が高水準で続くところ

であり、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されている。

現下の極めて厳しい地方財政の状況、国・地方を通ずる歳出・歳入一体改

革の必要性を踏まえると、引き続き、地方公共団体においては、地方分権の

時代にふさわしい簡素で効率的な行政システムを確立するため、徹底した行

政改革を推進するとともに、歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進
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め、また、歳入面でも自主財源について積極的な確保策を講じるなど、効率

的で持続可能な財政への転換を図ることが急務である。

平成２０年度の予算編成に当たっては、このような現状を踏まえ、財政の

健全性の確保に留意しつつ、喫緊の課題である地方の再生に向け、知恵と工

夫を活かした産業振興、地域活性化や生活の安全安心の確保等の重点施策の

展開等に積極的に取り組まれたい。

１ 平成２０年度の国内総生産の成長率は、名目２．１％程度、実質２．０％

程度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考

えられるので、経済動向を十分踏まえて適切な財政運営を行うよう配慮され

たい。

２ 地方分権を一層推進するためには、地方公共団体が総力を挙げて行財政改

革に取り組むとともに、適切に説明責任を果たし、各団体の取組状況を比較

可能な形で分かりやすく示すなど、国民の理解を得ることが不可欠である。

総務省においては、「地方公共団体における行政改革の推進のための新た

な指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通知。以下、「新地方行

革指針」という。）を示し、「集中改革プラン」の公表をはじめとした行政

改革に積極的に取り組むよう要請し、既にほとんどの団体で集中改革プラン

の公表が行われたところである。

地方公共団体においては、集中改革プランに明示した数値目標の達成に向

け、同プランに基づく取組を着実に実施するとともに、「地方行革新指針」

を踏まえ、公共サービスの見直しや市場化テストの積極的な活用など、更な

る行政改革に取り組まれたい。

３ 定員及び給与については、次の事項に留意して、定員管理及び給与水準等

の適正化を図り、給与関係経費を抑制するとともに、公務の能率的運営を推

進されたい。

(1) 定員については、「基本方針２００６」において５年間で行政機関の国

家公務員の定員純減（▲５．７％）と同程度の定員純減を行うこととされ

ており、住民への説明責任を果たしながら、「地方行革新指針」を踏まえ、

集中改革プランにおける定員管理の数値目標の着実な達成に引き続き取り

組むとともに、毎年度の達成状況を検証するなどして、職員数の一層の純
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減を図ること。

(2) 給与については、「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」

（平成１９年１０月３０日付け総務事務次官通知）及び「地方行革新指針」

等に基づき、特に次の事項について適切に対応すること。

ア 地域民間給与の適切な反映等を内容とする国家公務員の給与構造改革

を踏まえた給与構造の見直しをいまだ実施していない一部の団体におい

ては、直ちにこれを実施すること。

イ 人事委員会機能を発揮することなどにより、地域の民間給与をより的

確に反映すること。

ウ 技能労務職員の給与については、「技能労務職員等の給与等の総合的

な点検の実施について」（平成１９年７月６日付け自治行政局公務員部

長・大臣官房審議官（公営企業担当）通知）に留意し、技能労務職員及

び地方公営企業においてこれに相当する職種に従事する職員等の給与等

について総合的な点検を行い、その現状、見直しに向けた基本的な考え

方、具体的な取組内容等を住民に分かりやすく明示した取組方針を、１９

年度中を目途に策定し公表すること。

エ 給与や諸手当において不適正な制度・運用がある場合には、直ちにそ

の適正化を図ること。特に、地域手当について、国における指定基準に

基づく支給割合を超えて支給している団体、支給地域に該当していない

地域において支給している団体にあっては、直ちに是正すること。

オ 退職手当についても、国家公務員における退職手当の構造面の見直し

を踏まえた見直しを実施していない団体においては、速やかに国に準じ

て見直すとともに、退職時の特別昇給を廃止していない団体においては、

直ちに是正措置を講じること。

(3) 給与及び定員管理の状況の公表については、平成１８年３月から運用開

始している給与情報等公表システムについて、住民等が団体間の比較分析

を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。

(4) 職員の人材育成については、能力・実績を重視した新しい人事評価シス

テムの導入が求められており、公正かつ客観的な人事評価システムの構築

に早急に取り組むこと。
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(5) 職員に対する福利厚生事業については、点検・見直しを行い、適正に事

業を実施することとし、住民の理解が得られるものとなるよう、職員互助

会への補助についても見直しを図ること。

また、各地方公共団体において、事業の実施状況の公表に努めるほか、

各都道府県の市区町村担当課においては、管内市区町村の事業の実施状況

を比較できるような形で公表すること。

４ 公金の取扱い、予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に

行われたい。特に、一時借入金や外部団体等に対する短期貸付金については、

出納整理期間の趣旨を逸脱することのないよう適正な財務処理を図られたい。

また、国営土地改良事業に対する負担金等を含め、債務負担行為の設定が必

要なものについては、適切に予算計上されたい。

５ 財政健全化の推進については、「地方公共団体の財政の健全化に関する法

律」（平成１９年法律第９４号。以下、「地方公共団体財政健全化法」と

いう。）において、財政指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計

画の策定の義務付け等については平成２０年度決算から適用することとされ

ている。また、財政の早期健全化や財政の再生、公営企業の経営の健全化の

基準等に係る政令は、地方公共団体の意見を反映しつつ、平成１９年１２月

２８日に公布されたところであり、各地方公共団体においても、法の円滑な

施行に向け、財政指標の算定や公表等のために必要な準備を進められたい。

６ 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示を進められたい。ま

た、各地方公共団体の総合的な財政情報について一覧性をもって開示する

「財政状況等一覧表」を公表しているところであるが、引き続きその活用を

図られたい。なお、「団体間で比較可能な財政情報の開示について」（平成

１７年６月２２日付け自治財政局長通知）に基づき、「財政比較分析表」を

作成・公表しているところであるが、こうした取組を更に進めるため、歳出

内容を類似団体と比較分析し、分かりやすく公表する「歳出比較分析表」の

作成・公表について別途通知する予定であるので留意されたい。

７ 公会計の整備については、「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成

１９年１０月１７日公表）における「基準モデル」又は「総務省方式改訂モ

デル」を活用し、「公会計の整備推進について」（平成１９年１０月１７日
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付け自治財政局長通知）の内容にも留意して、「地方公共団体財政健全化法」

の施行を踏まえ、平成２１年度までに一定の資産評価を行った上で財務書類

を整備できるよう取り組まれたい。

また、「行革推進法」の趣旨及び「地方行革新指針」において資産・債務

改革の方向性と具体的な施策を平成２１年度までに策定することとされてい

ることを踏まえ、資産・債務改革に向けた取組を進められたい。

８ 地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体に対

し、「頑張る地方応援プログラム」により、市町村プロジェクトの取組経費

に係る特別交付税措置、成果指標の普通交付税算定への反映、企業立地促進

法に基づく減収補てん措置等を講じることとしている（交付税措置額３，

０００億円程度）。また、地方公共団体のプロジェクトに対して、関係各省

（農林水産省、経済産業省、国土交通省、文部科学省、厚生労働省、環境省）

と連携し、補助事業の優先採択等について配慮を行うこととしている。

平成２０年度においては、新たに、人材支援措置として、地域人材力活性

化事業（先進市町村で活躍している職員や民間専門家の紹介・派遣など）を

実施することとしている。

９ 公債費負担対策

平成１９年度に引き続き平成２１年度までの３年間で５兆円程度の公的資

金（旧資金運用部資金３兆３，０００億円程度以内、旧簡易生命保険資金５，

０００億円程度以内、公営企業金融公庫資金１兆２，０００億円程度）の補

償金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減する措置を講

ずることとしている。

10 市町村合併については、平成１１年３月３１日に３，２３２であった市町

村数が、本年７月１日には１，７８８となる見込みであり、相当の進展を見

たところであるが、都道府県ごとの進捗状況には差異が見られる。

従って、都道府県においては、市町村合併の推進に関する構想の策定など、

引き続き市町村合併を積極的に推進されたい。また、合併の推進及び合併し

た市町村の新しいまちづくりを支援するため、市町村合併支援プランに基づ

き、所要の地方財政措置を講じているので、各地方公共団体においては、各

種支援等の積極的な活用を図られたい。
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11 国民健康保険制度の財政基盤の強化等

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成１７年度に決定された

医療制度改革大綱や、健康保険法等の改正などを踏まえ、国民健康保険に対

して、財政基盤の強化のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 都道府県が、市町村の国保財政安定のために必要な取組等に対し交付す

る都道府県調整交付金（給付費等の７％（４，７６２億円））については、

引き続き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 保険料軽減制度については、国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観

点から、引き続き、その所要額（３，２２６億円（都道府県３／４、市町

村１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 以下の制度については、平成１７年１２月１８日の総務・財務・厚生労

働３大臣合意に沿って、平成２１年度までの暫定的な措置として、引き続

き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

① 保険者支援制度（７０８億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

② 高額医療費共同事業（２，０９０億円（国１／４、都道府県１／４、

市町村国保１／２））

③ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

(4) 以上のほか、医療費の適正化を図るため、４０歳から７４歳までの国民

健康保険加入者に対して糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の実

施が義務付けられたことから、特定健康診査・保健指導事業の都道府県負

担について地方交付税措置を講じることとしていること。

12 後期高齢者医療制度施行経費

医療制度改革の一環として、平成２０年４月から後期高齢者医療制度が施

行されることに伴い、実施主体である広域連合の財政基盤の強化のための支

援措置を次のとおり講じることとしているので、制度の円滑な施行に向けて

遺漏のないようにされたい。

(1) 保険料軽減制度については、後期高齢者の被保険者の保険料負担の緩和

を図るとともに、被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減を

行うため、その所要額（２，４０６億円（都道府県３／４、市町村１／４））
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について地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

① 高額医療費負担金（９００億円（国１／４、都道府県１／４、広域連

合１／２））

② 財政安定化基金（２８９億円（国１／３、都道府県１／３、広域連合

１／３））

③ 不均一保険料（１３億円（国１／２、都道府県１／２））

(3) 実施主体である広域連合に対する市町村分担経費、市町村の事務経費及

び都道府県の後期高齢者医療審査委員会関係経費について地方交付税措置

を講じることとしていること。

(4) 医療費の適正化を図るため、広域連合が行う健康診査事業の市町村負担

について地方交付税措置を講じることとしていること。

13 道路特定財源については、「道路特定財源の見直しについて」（平成１９

年１２月７日政府・与党）に基づき、地域の道路整備の促進を目指し、平成

２０年度から、地方道路整備臨時交付金の制度改善（対象事業の拡大及び財

政状況に応じた交付率の引上げ）を行うとともに、道路整備に関する地方の

財政負担の軽減を図るための臨時措置として、無利子貸付制度（地方道路整

備臨時貸付金（５年間、総額５, ０００億円規模））を創設することとされ

ているので留意されたい。

14 地域再生関連対策、地域を支える人づくり事業、地域文化振興対策、科学

技術振興対策、地域情報化推進事業、ＩＴ活用住民生活向上対策、わがまち

づくり支援事業、地域経済新生事業、中小企業金融対策、中心市街地再活性

化特別対策事業、農山漁村地域活性化対策、森林・林業振興対策、ふるさと

担い手育成対策事業、教育情報化対策、教育教材の整備推進、特別支援教育

の充実、生活交通確保対策、観光立国推進対策、国際化推進対策（外国青年

招致事業を含む。）、治安維持特別対策、共生のまちづくり推進、介護保険

制度支援対策、地域環境保全・創造対策、石綿健康被害救済対策、リサイク

ル推進事業、国土保全対策、地域活性化事業、防災対策事業、防災拠点施設

の耐震診断促進事業、石油コンビナート等防災強化対策及び国民保護対策に
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ついては、引き続き地方交付税等による措置を講じることとしている。なお、

以下の点に留意されたい。

(1) 「地域情報化推進事業」については、「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年

１月１９日ＩＴ戦略本部策定）において掲げられた「申請・届出等手続に

おけるオンライン利用率を２０１０年度までに５０％以上とする」という

目標の達成に向け、申請・届出等手続のオンライン化及びオンライン利用

促進に積極的に取り組むこと。また、安全・安心なＩＣＴ社会を目指すた

め、必要に応じた情報セキュリティポリシーの見直し、セキュリティ監査、

セキュリティ研修等によるセキュリティ対策の実効性確保を推進するとと

もに、住民基本台帳ネットワークシステム、住民基本台帳カード及び公的

個人認証サービス等を活用した電子自治体の実現に向けて、積極的に取り

組むこと。なお、住民基本台帳カードの普及を通じて、電子自治体の推進

並びに住民サービスの向上及び市区町村事務の効率化を図るため、住民基

本台帳カードの交付手数料の無料化に要する経費に対し、平成２０年度か

ら地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 「農山漁村地域活性化対策」のうち、平成１９年度までとされていた

「ふるさと農道緊急整備事業」及び「ふるさと林道緊急整備事業」につい

ては、平成２４年度まで実施することとし、所要の事業量を確保すること

としていること。

(3) 「特別支援教育の充実」については、平成１９年度から２年間でおおむ

ね全小中学校に特別支援教育支援員を配置できるよう、地方交付税措置を

講じているところであるが、平成２０年度は配置人数を約３０，０００人

に拡充することとしていること。

15 ふるさと融資制度については、離島地域及び特別豪雪地帯における融資比

率の引上げ及び融資限度額全体の引上げの特例措置を、平成２１年３月３１

日まで延長するほか、新たに地域再生計画認定地域（内閣府の地域再生支援

利子補給金の支援措置（地域再生に係る日本政策投資銀行の低利融資を含

む。）を活用するために地域再生計画の申請をし、認定を受けた計画に係る

地域をいう。）について、地域経済活性化対策推進地域等及び沖縄県の区域

と同様の融資比率及び融資限度額を適用することとしている。
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16 有害鳥獣の駆除に要する経費については、「鳥獣による農林水産業等に係

る被害の防止のための特別措置に関する法律」（平成１９年法律第１３４号）

の施行に伴い市町村が被害防止計画に基づく被害防止施策を実施する際に要

する経費について、地方交付税措置を拡充することとしている。

17 農林水産省が平成２０年の通常国会に提出予定である「森林の間伐等の実

施の促進に関する特別措置法案（仮称）」に基づき、市町村が作成する「特

定間伐等促進計画（仮称）」に位置付けて実施される追加的な間伐等に要す

る経費について地方債の特例措置を講じることとしている。

18 独立行政法人緑資源機構が平成１９年度限りで廃止される予定であること

に伴い、同機構が実施してきた緑資源幹線林道事業について、地方公共団体

が主体となり国庫補助事業として実施する場合の地方負担については、平成

２０年度から地方財政措置を講じることとしている。

19 「地方特定道路整備事業」については、平成１９年度までとされていた事

業期間を平成２４年度まで延長することとし、所要の事業量を確保すること

としている。

20 平成２０年の通常国会に提出予定である「地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律の一部を改正する法律案（仮称）」に基づき地方公共団体と鉄

道事業者等が連携して地方鉄道への支援等を行う鉄道事業再構築事業に関す

る取組として、地域の公共サービスに不可欠な役割を果たす鉄道について、

その車両購入等への助成に要する経費について地方交付税措置を講じること

としている。

21 平成２０年度から開始する「子ども農山漁村交流プロジェクト」の推進の

ため、国においてモデル事業を実施することとしているが、地方公共団体が

地域の実情に応じて実施する、事業の推進体制及び受入体制の整備並びに宿

泊体験活動に要する経費について、地方財政措置を講じることとしている。

22 小中学校における退職教員等外部人材活用事業の創設に伴い必要となる地

方負担については、平成２０年度から地方交付税措置を講じることとしている。

23 地域医療提供体制の確保

地域の医師不足等が深刻である状況を踏まえ、全国どこの地域においても

安心した医療を受けられる地域医療の確立のため、医師確保に要する経費に
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ついての支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 「緊急医師確保対策（平成１９年５月３１日政府・与党）」等における

医師の養成増について、卒後一定期間地元の医療機関で医療に従事するこ

とを条件とする都道府県の奨学金貸与事業については、引き続き、その所

要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) また、同対策における小児科・産科をはじめとする病院勤務医の勤務環

境整備等の地方負担については、その所要額について地方交付税措置を講

じることとしていること。

(3) 地域医療対策協議会の開催及び医師不足病院等における地域の開業医の

活用等による医師確保支援事業に要する経費については、引き続き、その

所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

24 「子育て支援事業」については、「新しい少子化対策について」（平成１８

年６月少子化社会対策会議決定）、「子どもと家族を応援する日本」重点戦

略（平成１９年１２月少子化社会対策会議決定）等を踏まえ、児童虐待防止

対策の重点的な取組や妊産婦健診費用の助成、地域における子育て力の強化、

少子化対策推進本部の設置等、地方公共団体が地域の実情に応じて実施する

総合的な少子化対策事業に要する経費について、地方交付税措置を講じるこ

ととしている。

25 「肝炎治療特別促進事業」として、国内最大の感染症である肝炎について、

肝がんへの進行予防、肝炎治療の効果的推進のため、都道府県が行う、Ｂ型

及びＣ型肝炎のインターフェロン治療に係る医療費の助成に要する経費につ

いて、平成２０年度から地方交付税措置を講じることとしている。

26 いわゆるニート等の若者の就労支援等をおこなう「地域若者サポートステ

ーション」については、地方公共団体が地域の実情に応じて実施する取組に

ついて平成２０年度から地方交付税措置を講じることとしている。

27 「個人住民税の公的年金からの特別徴収のためのシステム開発経費」とし

て、公的年金受給者の納税の便宜を図るとともに市町村における事務の効率

化を図る観点から、平成２１年度に個人住民税の公的年金からの特別徴収制

度を導入するため、市町村における特別徴収のためのシステムの開発経費に

ついて所要の地方交付税措置を講じることとしている。
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28 「消防広域化支援対策」として、都道府県が策定した消防広域化推進計画

に定められた広域化対象市町村に対して、広域消防運営計画の作成に係る経

費及び消防の広域化に伴って必要となる経費について、引き続き地方財政措

置を講じることとしている。また、都道府県が、広域化対象市町村に対して

広域消防運営計画の作成等に関する情報提供や助言等を行うために必要とな

る経費について、地方交付税措置を講じることとしている。

29 「高規格救急自動車整備促進事業」（仮称）として、消防力の整備指針に

基づき算定された数を超えて有する高規格救急自動車以外の救急自動車（予

備車を含む。）を、高規格救急自動車に更新整備するとともに救急救命士に

より運用する場合には、当該高規格救急自動車の更新整備については、所要

の地方債措置を講じることとしている。併せて、救急救命士の養成期間中に

おける救急隊員の確保に必要な経費について、地方交付税措置を講じること

としている。

30 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分については、「平成２０年

度地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）により別途通知する

こととしているが、その適正な運用に努め、地方公営企業がその本来の在り

方に即した健全な経営を行いうるよう配慮されたい。

31 地方公営企業は、住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを

提供する役割を果たしてきたが、将来にわたってその本来の目的である公共

の福祉を増進していくため、「新地方行革指針」､「地方行革新指針」､「行

革推進法」及び「地方公営企業の経営の総点検について」（平成１６年４月

１３日付け自治財政局公営企業課長通知）の趣旨等を踏まえ、特に次の事項

に留意し、さらなる経営改革に積極的に取り組まれたい。

(1) まず、現在地方公営企業が供給しているサービス自体の必要性について

検討すること。次に、サービス自体が必要な場合であっても、地方公営企

業として実施する必要性について十分検討し、特に公共性の確保等の意義

が薄れている場合には、民間への事業譲渡等について検討すること。

(2) 事業を継続する場合であっても、公の施設の指定管理者制度、地方独立

行政法人制度、ＰＦＩ事業、民間委託等の民間的経営手法の導入を促進す

ること。また市場化テストの積極的な活用に取り組むこと。
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(3) より一層計画性・透明性の高い企業経営を推進するため、中期経営計画

の策定、業績評価の実施、積極的な情報開示に取り組むこと。

特に情報開示に当たっては、人件費、料金水準等について類似団体や民

間企業の対応するデータを添えるなど、住民が理解、評価しやすいように

工夫をこらすこと。

(4) 企業職員の給与については、平成１８年度から実施している給与構造改

革、地域民間給与の更なる反映、特殊勤務等諸手当等の是正の趣旨にかん

がみ、給与の見直しを速やかに実施すること。また、定員管理については、

「新地方行革指針」及び「地方行革新指針」を踏まえた真摯な取組により、

定員の純減に努めること。

なお、専門的見地から経営の助言を行う経営アドバイザー派遣事業につ

いては、引き続き実施することとしているので、積極的に活用すること。

32 地方独立行政法人、地方公社や第三セクター等の運営に当たっては、「行

政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）、「行革推進法」、

及び「地方行革新指針」を踏まえ、その人員や給与に関する情報を住民に分

かりやすく開示させ、改革の取組を促されたい。特に、「行革推進法」第５７

条に基づき、地方独立行政法人、地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地

開発公社並びに地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの

４分の１以上を出資している法人に対しては、その職員数及び職員の給与に

関する情報を公開するよう要請されたい。

また、地方公社及び第三セクター等については、「地方行革新指針」を踏

まえ、人件費抑制・随意契約の見直し等に向け取組を進められたい。

33 第三セクター等の改革に関しては、「第三セクターに関する指針」（平成

１５年１２月１２日付け自治財政局長通知）の趣旨を踏まえた積極的な取組

を要請してきたところであるが、「債務調整等に関する調査研究会」の報告

（「第三セクター等の資金調達に関する損失補償のあり方について（中間ま

とめ）」（平成１９年１０月１７日））を踏まえ、総務省において、新たに

ガイドライン等を策定し、第三セクター等の資金調達に係る損失補償につい

て、住民への情報開示の徹底、損失補償契約を締結しようとする際の手続面

の厳格化を求めるとともに、第三セクター等の存廃も含めた改革を進めるた
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めの方策を示すこととしているので留意されたい。その際、累積債務等によ

り経営が著しく悪化した第三セクター等については、その存廃を含めた改革

を進めるため、平成２０年度までに外部専門家等で構成される「経営検討委

員会」（仮称）を設置し、評価検討を行うとともに、その検討結果を踏まえ、

平成２１年度までに「改革プラン」（仮称）を策定するなど、集中的な取組

を要請することを予定しているので、各地方公共団体においては、対象とす

べき第三セクター等の選定など、必要な準備を進められたい。

なお、内閣府においても、第三セクター等の再生を支援する仕組みとして、

地域力再生機構（仮称）の創設が検討されているので留意されたい。

34 土地開発公社の運営に当たっては、「「公有地の拡大の推進に関する法律

の施行について（土地開発公社関係）」の改正について」（平成１２年４月

２１日付け建設省建設経済局長、自治大臣官房総務審議官通知）等を踏まえ、

次の点に留意されるとともに、土地開発公社の状況を踏まえつつ、その在り

方について抜本的な検討を行われたい。

(1) 新たな土地の取得については土地利用計画等を慎重に検討し、土地開発

公社が現に保有している土地については事業計画の見直し等を含めて処分

の促進に努め、特に保有期間が長期にわたる土地については、処分を積極

的に行うこと。また、土地取得手続の適正化や金利の低減、積極的な情報

公開等に努めること。

(2) 「土地開発公社経営健全化対策について」（平成１６年１２月２７日付

け総務事務次官通知）に基づき、公社経営健全化団体が指定され、健全化

のための取組が行われているところであるが、その他の地方公共団体につ

いても、より一層の土地開発公社の経営の健全化に取り組むこと。

(3) 地方公共団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得す

ることなく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり

繰り延べることは、不適切な財政運営であることから、可及的速やかにそ

の改善を図ること。

第４ 歳入

１ 地方税
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地方税については、次の諸点に留意するとともに、課税客体、課税標準等

の的確な把握、着実な滞納整理を図り、徴収の確保に努められたい。

(1) 平成２０年度の地方税制改正による増減収額と国の税制改正に伴う増減

収額とを合わせ、平成２０年度の税制改正による減収額を３０億円と見込

んでいること。なお、自動車取得税及び軽油引取税の税率等の特別措置の

適用期限については、１０年延長することとしていること。

(2) 平成２０年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、９７５億円、０．２％増の４０

兆４，７０３億円（道府県税にあっては０．１％の減、市町村税にあって

は０．５％の増）になるものと見込まれること。主要税目では、道府県民

税のうち所得割２．７％の増、法人税割１．２％の減、法人事業税３．２

％の増、地方消費税４．３％の減、市町村民税のうち所得割１．１％の減、

法人税割１．８％の減、固定資産税（交付金を除く。）２．６％の増とな

る見込みであること。

なお、この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、

地域における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見

積りを行う必要があること。

(3) 平成１９年に行われた所得税から個人住民税への税源移譲時の年度間の

所得変動に係る減額措置による還付又は充当額については、還付又は充当

見込額を平成２０年度の地方財政計画における個人住民税の税収見込額か

ら控除することとしていること。

また、平成２０年３月１７日までに個人住民税の住宅借入金等特別税額

控除の申告が、同年７月には税源移譲時の年度間の所得変動に係る減額措

置の申告がそれぞれ行われることとなっていることから、これらの措置の

対象となり得る者に対する制度の周知徹底に努めること。

(4) 税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われ

るまでの間の暫定措置として、法人事業税の税率の引下げを行うとともに、

地方法人特別税を創設し、その収入額に相当する額を地方法人特別譲与税

として都道府県に対して譲与することとしていること。

ア 地方法人特別税
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① 法人事業税（所得割・収入割）の一部（２．６兆円）を分離し、地

方法人特別税（国税）とする。

② 地方法人特別税の課税標準は法人事業税（所得割・収入割）の税額

（標準税率分）とする。

③ 地方法人特別税の賦課徴収は都道府県が行う。

④ 平成２０年１０月１日以降に開始する事業年度から適用する。

イ 地方法人特別譲与税

① 地方法人特別税の税収は、都道府県に地方法人特別譲与税として譲

与する。

② 譲与基準は、人口(１／２)及び従業者数（１／２）とする。

（注）今回の改正による減収額が、財源超過額の１／２を超える場合、

減収額の１／２を限度として、当該超える額を譲与額に加算する。

③ 地方法人特別譲与税は平成２１年度から譲与する。

(5) 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、対象事業に要する費用を賄うためその必要とされる範囲につい

て検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切な対応を行う必要があ

ること。

また、本税の目的税としての性格にかんがみ、都市計画税収の都市計画

事業費への充当について明示することにより、都市計画税収の使途を明確

にすべきものであること。

(6) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税である。このことから、入湯税収の具体的事業

費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるいは説明資料等にお

いて明示することにより、入湯税収の使途を明確にすべきものであること。

２ 地方譲与税

地方譲与税の収入見込額は、７，０２７億円（前年度比６４億円、０．９

％減）であり、その内訳は、地方道路譲与税２，９９８億円（同７４億円、

２．４％減）、石油ガス譲与税１４０億円（前年度同額）、航空機燃料譲与
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税１６４億円（同３億円、１．８％減）、自動車重量譲与税３，６０１億円

（同２億円、０．１％増）及び特別とん譲与税１２４億円（同１１億円、９．

７％増）となっている。

なお、地方法人特別譲与税については、平成２１年度から譲与することと

している。

３ 地方特例交付金等

地方特例交付金等の収入見込額は、総計で４，７３５億円で、前年度に比

し、１，６１５億円、５１．８％の増となっている。

なお、平成２０年度においては、住宅借入金等特別税額控除による個人住

民税の減収を補てんするため、減収補てん特例交付金を創設することとして

いる。

(1) 児童手当特例交付金（児童手当の拡充に伴う地方特例交付金）

児童手当特例交付金の総額は、平成１８年度における児童手当の制度拡

充に伴う地方負担の増加に対応するために必要な６３９億円に平成１９年

度における制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するために必要な５４４

億円を加算した１，１８３億円であること。

(2) 減収補てん特例交付金（住宅借入金等特別税額控除による減収に伴う地

方特例交付金）

平成１８年度の税制改正により、住宅借入金等特別税額控除の既適用者

（平成１１年度から平成１８年度までの入居者）について所得税から住民

税への税源移譲により所得税で控除しきれない税額控除額を住民税から控

除することとなったことに伴い地方公共団体に生じる減収を補てんするた

め、減収補てん特例交付金を創設することとしており、その総額は、１，

５５２億円であること。

(3) 特別交付金

減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う経

過措置として交付される特別交付金の総額は、２，０００億円であること。

４ 地方交付税

平成２０年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及

び酒税の３２％相当額、法人税の３４％相当額、消費税の２９．５％相当額
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及びたばこ税の２５％相当額の合計額１４兆４，６５７億円（平成１８年度

に係る精算額のうち平成２０年度精算額２，０００億円並びに平成９年度及

び１０年度に係る精算額のうち平成２０年度精算額８７０億円を減額した後

の額）に国の一般会計における加算額６，７４４億円（既往法定分）を加え

た１５兆１，４０１億円であり、前年度当初に比し５，２０５億円、３．６

％の増となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計に

おける剰余金等２，５０２億円及び前年度からの繰越分５，８６９億円を加

算し、交付税特別会計借入金に係る利子支払額５，７１１億円を減額した１５

兆４，０６１億円であり、前年度に比し２，０３４億円、１．３％の増となっ

ている（別添資料第５）。

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いるこ

とにより、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

留意すべきである。

(1) 基準財政需要額

ア 地方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方と都市の「共生」

の考え方の下、地方が自主的・主体的に行う活性化施策に必要な経費を

算定する「地方再生対策費」を創設することとしていること。

「地方再生対策費」に係る基準財政需要額の算定方法の案及び各団体

の試算額については、別途示す予定であること。

イ 魅力ある地方の創出に向けた取組についての成果指標を交付税の算定

に反映する「頑張る地方応援プログラム」の交付税措置については、前

年度と概ね同様の算定方法により、２，２００億円程度を算定すること

としていること。

ウ 市町村分の地域振興費（面積）に適用していた投資補正Ⅰを廃止する

とともに数値急増補正の適用を見直すほか、最近の決算の状況等を踏ま

え、引き続き普通態容補正の個別係数を縮減することとしていること。

また、最近の国勢調査結果等に基づき普通態容補正の種地の見直しを

検討していること。
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エ 引き続き、基準財政需要額の一部を臨時財政対策債に振り替える措置

を講じることとしていること。

また、三位一体の改革により税源移譲することとされた国庫補助負担

金分については、引き続き基準財政需要額に算入することとしていること。

その他、基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費の

ウェイト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じるものと見込

まれること。

(2) 基準財政収入額

ア 税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政

運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う影響分を当面１００

％算入することとしており、平成２０年度は、所得税から個人住民税への

税源移譲相当額及び児童手当特例交付金がその対象となるものであること。

イ 平成２０年度から減収補てん特例交付金について新たにその７５％を

算入することとしていること。

ウ 一般的に、道府県分にあっては道府県民税所得割及び法人関係税の増、

地方消費税の減が見込まれ、市町村分にあっては、固定資産税の増、地

方消費税交付金の減が見込まれること。

エ 基準財政収入額の見積もりに当たっては、前年度の実績値を基礎数値

として用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算され

ることとなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、

過少に見積もることのないようにすること。

オ 法人関係税、住民税利子割（利子割交付金を含む。）、住民税所得割

（分離譲渡所得分）及び特別とん譲与税については精算措置を講じるこ

ととしているが、法人関係税及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）

の減収額を対象に減収補てん債を発行する場合には、減収補てん債発行

額は精算措置の対象額から除くこととしていること。

(3) 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財政

対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成１９年度に比し

個別算定経費（地方再生対策費並びに公債費及び事業費補正を除く。）に

あっては、道府県分０．５％程度の増、市町村分１．０％程度の減、包括
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算定経費にあっては、道府県分３．０％程度、市町村分２．５％程度の減

と見込まれること。

(4) 前年度に引き続き臨時財政対策債の発行に伴い、２兆８，３３２億円を

基準財政需要額から控除することとしていること。

なお、平成２０年度においては、地方税の偏在是正効果が生じないため、

臨時財政対策債の発行により「地方再生対策費」の財源を確保することと

しており、これに伴い増加する臨時財政対策債振替相当額３，７００億円

については、道府県分の振替相当額に加算することとしていること。

また、臨時財政対策債振替相当額は、道府県分の振替相当額に加算する

こととした額を含め、人口を測定単位とし、平成１９年度の臨時財政対策

債振替相当額を算出した際に用いた補正係数を基礎として算出することと

していること。

(5) 平成２０年度の特別交付税の総額は、平成１９年度に比し１．３％の増

となっているが、予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう

慎重に見積もること。

特に、平成１９年度において、災害対策及び合併関連経費等年度によっ

て激変する項目により多額の交付を受けている地方公共団体にあっては、

これらの事由による減少についても確実に見込むこと。

５ 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した金額を把握すること

は困難であるが、地方財政計画上０．９％程度の減になるものと見込まれる。

また、平成２０年度における各種交付金の計上額は、別添資料第６のとお

りであり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積

もられたい。

６ 地方債

平成２０年度の地方債計画（別添資料第７）は、地方公共団体が当面する

諸課題に重点的・効率的に対応しうるよう、公的資金の重点化と地方債資金

の市場化を引き続き推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ることとして

策定している。
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その総額は、１２兆４，７７６億円となり、前年度に比し３３２億円、０．

３％の減となっている。

このうち、普通会計分は９兆６，０５５億円で、前年度に比べて４７４億

円、０．５％の減となっており、公営企業会計等分は２兆８，７２１億円で、

前年度に比べ１４２億円、０．５％の増となっている。

その主な内容は、次のとおりである。

(1) 地方財源の不足に対処するため、「地方財政法」第５条の特例として臨

時財政対策債２兆８，３３２億円を計上していること。

なお、資金については、原則として市町村について財政融資資金を配分

することとし、８，５００億円を確保していること。

あわせて、一般公共事業債、学校教育施設等整備事業債、一般廃棄物処

理事業債、地域活性化事業債及び臨時地方道整備事業債の一部に係る充当

率の臨時的引上げ等により財源対策債として１兆５，４００億円を計上し

ていること。なお、これは個別の地方公共団体の財政措置に不均衡が生じ

ないよう調整を図るための調整分を含めて計上しているものであること。

(2) 国庫補助負担金改革における施設整備費に係る国庫補助負担金の一般財

源化を踏まえ、地方公共団体において施設整備事業を円滑に実施できるよ

う、引き続き施設整備事業（一般財源化分）７００億円を計上していること。

(3) 団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するた

め、将来の人件費の削減に取り組む地方公共団体を対象に、退職手当債５，

９００億円を計上していること。

(4) 集中改革プラン等に基づき数値目標を設定・公表して計画的に行政改革

を推進し財政の健全化に取り組む団体や、地域経済の活性化や地域雇用の

創造による地域の再生に取り組む団体が、必要な公共施設の整備等を円滑

に実施することができるよう、当該事業に係る通常の地方債に加え、さら

に行政改革等推進債を充当することができることとし、４，４００億円を

計上していること。

(5) 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号。以下、

「旧合併特例法」という。）の下で合併した市町村を支援するため、合併

市町村及び都道府県が公共施設の整備等を計画的に実施できるよう、引き
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続き合併特例債及び合併推進債の所要額を計上していること。

また、「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成１６年法律第５９

号）の下で、都道府県の構想に位置付けられた市町村合併を支援するため、

市町村及び都道府県が実施する当該市町村の合併に伴い特に必要となる事

業について、引き続き合併推進債の対象とすることとし、所要額を計上し

ていること。

なお、合併特例債により積み立てられた「旧合併特例法」第１１条の２

第１項第３号に規定する基金の取崩しは、積立てのために特例的に認めら

れた合併特例債の性格にかんがみ、当該積立てのために発行された合併特

例債の元金償還が終わった額の範囲内で、取り崩すことが可能なものであ

ること。

(6) 辺地とその他の地域の格差是正を図り、また、過疎地域の自立促進のた

めの施策を推進するため、辺地及び過疎対策事業債３，２１３億円を計上

していること。

(7) 平成２０年度から５年間の臨時措置としての道路事業に係る無利子貸付

金制度の創設に伴い、地方道路整備臨時貸付金１，０００億円を計上して

いること。

(8) 地方債資金については、地方公営企業等金融機構の発足に伴い、地方公

営企業等金融機構資金を創設するとともに、｢行革推進法｣を踏まえ、公的

資金の縮減・重点化を引き続き図りつつ、所要の公的資金を確保すること

としているほか、都道府県及び政令指定都市を中心に、市場公募地方債に

よる市場化を引き続き推進することとしていること。

この結果、平成２０年度地方債計画における地方債資金については、財

政融資資金３兆２，４００億円（前年度比４００億円、１．２％減、地方

債計画中の構成比２６．０％）、公営企業金融公庫資金２，１００億円

（前年度比１兆１，４００億円、８４．４％減、構成比１．７％）、地方

公営企業等金融機構資金１兆１，２３０億円（皆増、構成比９．０％）及

び民間等資金７兆９，０４６億円（前年度比２３８億円、０．３％増、構

成比６３．４％）となっていること。

また、民間等資金の内訳は、市場公募資金３兆４，０００億円（前年度
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同額、構成比２７．２％）、銀行等引受資金４兆５，０４６億円（前年度

比２３８億円、０．５％増、構成比３６．１％）となっていること。なお、

市場公募資金のうち、住民参加型市場公募債は３，５００億円となってい

ること。

(9) 民間資金の調達に当たっては、市場公募化の一層の推進、証券発行方式

の活用、満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、償還期

間の多様化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化に

努めること。

なお、平成２０年１月１日以降において、非居住者又は外国法人が支払

を受ける振替地方債の利子については、振替国債と同様に、非課税適用申

告書の提出等を要件として、所得税又は法人税を課さないこととし、源泉

徴収を免除する税制上の特例措置が講じられたため、振替地方債を発行し

ている地方公共団体にあっては、当該特例措置に関し、関係機関との連携

や体制の整備等に取り組むこと。

(10)全国型市場公募債については、既発行団体にあっては発行規模の拡大に

努めるとともに、全都道府県及び政令指定都市が全国型市場公募債を発行

することを目指す観点から、未発行団体にあっては積極的にその発行を検

討すること。

また、中核市、特例市はもとより、その他の市町村においても、地域住

民の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及び資金調達手法の

多様化を図る趣旨から推進している「住民参加型市場公募債」の発行に積

極的に取り組むこと。

なお、市場公募債の発行形式については、それぞれの地方公共団体が自

ら交渉して、自主的に条件を決定することが基本的な姿であることを踏ま

え、適切な条件決定方式を選択して発行すること。

(11)発行単位の大型化による安定的かつ有利な資金調達を図るため、「地方

財政法」第５条の７の規定に基づく全国型の共同発行市場公募債について

は平成２０年度において発行規模１兆２，０００億円程度、２９団体を予

定していること。なお、全国規模の共同発行に限らず、近隣地方公共団体

間や都道府県・市町村間など様々な形の共同発行の推進に努めること。
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(12)それぞれの地方公共団体において財政健全性を維持するための取組を行

っていること、ＢＩＳ規制上、信用リスクの標準的手法において、リスク

・ウェイトがゼロとされていること等について、地方債の市場化の推進に

対応し、住民及び市場関係者の一層の理解を得られるよう、積極的にＩＲ

活動（投資家・金融機関等への説明）等情報提供を行うこと。

(13)「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第８６号）

等に基づく公共事業の見直しや公共施設の目的外転用により、公的資金の

繰上償還（補償金が課されない強制繰上償還）を行う場合には、民間資金

による借換債を認めることとしていること。

(14)中長期的な視点に立った計画的な財政運営に資するため、将来にわたる

地方債の発行計画及び償還計画を策定するなど、総合的な地方債管理に努

めること。

(15)公債管理に当たっては、施設の耐用年数等を勘案しつつ適切な地方債の

償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準化に十分留意すること。

また、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、借換えによ

り対処するものとすること。なお、償還期間を延長する等借入条件を変更

することは、市場関係者に対して債務の繰り延べとの印象を与えかねない

ため、慎むこと。

７ 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、対象事務の見直しを図り

つつ、住民負担の公平確保の観点と受益者負担の原則に立脚し、関係事務費

の動向に即応して常に見直しを行い、その適正化を図られたい。

第５ 歳出

１ 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項に留意し、定員管理及び給与水準の適

正化等により、その抑制に特段の努力をされたい。

(1) 各地方公共団体においては、「新地方行革指針」に基づき、抜本的な事

務・事業の整理、組織の合理化に努めるとともに、積極的な民間委託等の

推進、任期付職員制度の活用、ＩＣＴ化の推進、公共施設の効率的な配置
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等の取組により、適正な定員管理を一層推進し、集中改革プランにおける

定員管理の数値目標の着実な達成に向け、定員の純減に努めること。

また、技能労務職の採用に当たっては、真に正規職員でなければ対応で

きないものであるか等について十分検討すること。

なお、国の法令による定員配置の基準を超えて職員配置をしている場合

にあっては、当該法令の趣旨等を踏まえて、定数の適正化を図るなど、適

切に対処すること。

(2) 地方財政計画上の職員数については、「基本方針２００６」における５

年間で５．７％の定員純減目標に基づく純減を各年度均等に行うこととし

た上で、義務教育教職員の改善増等を見込むことにより、全体として２８，

３１９人の純減としていること。

(3) 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、児童生徒数の減

少等に伴う１，１０５人の減員に対して、１，１９５人の改善増及び更な

る合理化による減員１５６人を見込むことにより、全体として６６人の減

員を見込んでいること。

公立高等学校（特別支援学校高等部を含む。）の教職員については、地

方財政計画上、児童生徒数の減少等に伴い、１，７６３人の減員を見込ん

でいること。

(4) 一般職員（教員、警察官、消防職員及び警察事務職員等を除く職員。）に

ついては、地方財政計画上、２３，８５３人の減員を見込んでいること。

(5) 警察官については、地方財政計画上、定員を据え置くこととしていること。

また、警察事務職員については、７４人の減員を見込んでいること。

(6) 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第８のとおり改定さ

れる予定であること。

(7) 団塊の世代の大量定年退職等に対処するため、地方財政計画上の退職手

当を前年度に比し０．２％増の２兆３，９００億円程度計上することとし

ていること。

(8) 平成２０年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしているので留意すること。
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(9) 地方財政計画上の給料単価等の積算に当たって、平成１７年人事院勧告

の給与構造改革と同様の見直しに加え、「基本方針２００６」及び「基本

方針２００７」に沿って、地域民間給与の更なる反映、期末勤勉手当の支

給月数の地域格差等の反映、級別職員構成の是正及び教員給与の見直しを

見込んでいること。

２ 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項に留意しつつ、経費全般について徹底

した見直しを行い、重点化を図るとともに、その節減合理化に努めること。

(1) 一般行政経費（単独）については、地域において必要な行政課題に対し

て適切に財源措置を行う一方、既定の行政経費については自助努力による

節減分を見込みつつ極力縮減し、前年度に比し約０．８％減の１３兆８，

４００億円程度を計上することとしていること。

(2) 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、医療制度改

革に基づき、平成２０年４月から後期高齢者医療制度が施行されることに

伴い、従来の国民健康保険関係事業費から名称変更を行った上で拡充を図

ることとし、国民健康保険の保険基盤安定制度（保険料軽減分）３，２２６

億円、都道府県調整交付金４，７６２億円、国保財政安定化支援事業１，

０００億円及び後期高齢者医療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）

２，４０６億円を合算した１兆１，３９４億円を計上することとしている

こと。

(3) 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成２０年

度においては、５，７００億円程度（前年度同額）を地方財政計画に計上

することとしているので、各地方公共団体においては、年度途中の追加財

政需要に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保しておくこと。

(5) 運輸事業振興助成交付金については、引き続き地方財政計画に所要額を

計上することとしていること。

３ 投資的経費

地方公共団体が財政の健全化に留意しつつ、地域の自立や活性化につなが
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る基盤整備や生活関連社会資本整備を実施することが求められており、各地

方公共団体においては、地域の実情に即した適切な事業を選択し、事業の重

点的かつ効果的な実施に努められたい。

(1) 国の公共事業関係費は前年度比３．１％減とされたところであるが、地

方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前

年度に比し、約１．９％減の１兆１，２００億円程度、補助事業費につい

ては、前年度に比し約２．５％減の５兆３，７００億円程度となる見込み

であること。

(2) 地方単独事業費については、前年度比３．０％減の８兆３，３００億円

程度を計上することとしており、既定経費の節減合理化や基金の活用など

により財源の確保に努めるとともに、「地域活性化事業」等の活用を図り、

基盤整備への重点化を図りつつ、生活関連基盤の整備や地域経済の振興等

に必要な事業を実施すること。

(3) 国の公共工事については、「公共事業コスト構造改革プログラム」（平

成１５年９月１５日公共工事コスト縮減対策関係省庁連絡会議決定）に基

づきコスト縮減に取り組まれてきたところであるが、平成１９年度内に平

成２０年度以降の新たな国のプログラムが策定される予定であり、おって

その趣旨については周知するので、国のプログラムを参考に引き続き公共

工事のコスト縮減に取り組むこと。

４ 公債費

公債費については、臨時財政対策債の元利償還分の増などにより、地方財

政計画上前年度に比し１．７％程度の増を見込むこととしている。公債費が

依然として高い水準にあるとともに、その状況は各地方公共団体において異

るものであること等にかんがみ、公債費に係る地方交付税措置や減債基金に

おける既発債の償還財源の積立状況等を考慮し、実質的な後年度負担を把握

しつつ年次償還計画を策定することなどにより、中長期的観点に立った適切

な財政運営の確保に努められたい。

５ 維持補修費

維持補修費については、地方財政計画上前年度に比し０．９％程度の減を

見込むこととしている。各種公共施設等について計画的に補修を行い、その
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機能が十分に発揮されるよう適切な措置を講じられたい。

６ 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２

号）等に定める一般会計との間における経費負担区分等の経営に関する基本

原則を堅持しながら、地方公営企業の経営健全化等を推進するなど経営基盤

の強化を図るとともに、生活関連社会資本の整備及び社会経済情勢の変化に

対応した新たな事業の展開に配慮し、地方財政計画に所要額を計上すること

としているので、この趣旨に沿って適正な運用を図られたい。

７ その他

次の諸点に、特に留意されたい。

(1) 国、独立行政法人等に対し施設又は用地を無償で提供する等の事例が見

受けられるが、「地方財政再建促進特別措置法」（昭和３０年法律第１９５

号）第２４条の規定に基づき適正に対処すること。また、同条ただし書の

規定により、地方公共団体が国立大学法人等に対して寄附金等の支出を行

う場合は、地域の産業振興等に資する特定の人材育成や産学連携のための

施設等の無償貸与や経費負担等を含めた運用を緩和することとした「国立

大学法人等に対する寄附金の支出等に関する取扱いについて」（平成１９

年１２月２８日付け自治財政局財務調査課長通知）にも留意しつつ、適切

に対処すること。

(2) 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであ

るが、依然として、経営状況が悪化し、収益率が低下する等極めて厳しい

状況にあるので、各施行団体にあっては、交付金制度の見直し等がなされ

たことも踏まえ、魅力の向上による売上げの増加を図り、開催経費の削減

等による経営の合理化を徹底するほか、必要に応じ、今後の事業の在り方

についても検討を行うこと。

なお、引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に

経営改善に取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や

機械導入等に伴い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該

年度の地方債元金償還金について、地方債を充当することができることと

しており、必要に応じてこの措置を活用し、積極的に経営の合理化に取り
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組むこと。

(3) 「地方公営企業等金融機構法」（平成１９年法律第６４号。以下、「機

構法」という。）に基づき公営企業健全化基金については、平成２０年１０

月に廃止される公営企業金融公庫から地方公営企業等金融機構の一般勘定

へ全額承継することとしており、「地方財政法」第３２条の２に規定する

公営競技を行う地方公共団体の納付金は、移行後においては、公営企業健

全化基金を承継する地方公営企業等金融機構に納付することとしていること。

また、平成２０年度より、公営競技に係る納付金の納付方法について、

「地方財政法施行令」附則第２条を改正し、これまでの納付方法を改め当

該年度の決算が確定した後に納付することとしていること。

(4) 公共工事の入札及び契約手続については、「地方行政及び地方公務員に

対する信頼の回復について」（平成１８年１１月７日付け総務事務次官通知）

において既に通知しているとおり、事務手続のより一層の透明性、公平性

の確保のため必要な改善を加えるなど、適切に対処すること。

また、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成

１２年法律第１２７号）により義務付けられている発注見通しの情報の公

表などの事項について、未だ措置されていない団体にあっては、早期に是

正するとともに、同法に基づく指針に従い、必要な措置を講じるよう努め

ること。

なお、一般競争入札の拡大や総合評価方式の拡充、ダンピング受注の防

止の徹底等については、「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について」

（平成１８年１２月２８日付け総務省自治行政局長・国土交通省総合政策

局長通知）の趣旨を十分に踏まえ、適切に対処すること。

(5) 公共工事の品質の確保については、「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律」（平成１７年法律第１８号）が平成１７年４月１日に施行され、

また、同法に基づく「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に

推進するための基本的な方針」が平成１７年８月２６日に閣議決定された

ことを踏まえ、同法及び同方針に基づいて、公共工事の品質確保の促進を

図るため総合評価方式の実施など必要な措置を講じること。

(6) 国等が設置主体となる公的施設（会館、宿泊施設、会議場、結婚式場、
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健康増進施設、総合保養施設、勤労者リフレッシュ施設その他これらに準

ずる施設を指し、特殊会社及び民営化が決定された法人が設置するものを

除く。）については、新設及び増築を禁止することとされ、地方公共団体

に対しても、この措置に準じて措置するよう要請するものとされていると

ころであり（平成１２年５月２６日閣議決定）、「民間と競合する公的施

設の改革について」（平成１２年６月９日付け自治事務次官通知）に基づ

き、適切に対処すること。

(7) 住民票の写しの交付等の事務については、「地方公共団体の特定の事務

の郵便局における取扱いに関する法律」（平成１３年法律第１２０号。以

下、「郵便局事務取扱法」という。）により郵便局において取り扱わせる

ことができ、また、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」

（平成１８年法律第５１号）により官民競争入札等を実施し民間事業者に

業務を委託することができることとされているので、住民の利便の増進を

図るとともに、地方公共団体の組織及び運営の合理化に資するため、これ

らの制度の活用に努めること。

なお、「郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

（平成１７年法律第１０２号）により、郵便局事務取扱法が改正されたと

ころであるが、郵政民営化後の郵便局においても、地方公共団体が一定の

基準に適合する郵便局を指定することにより、従前どおりこれらの事務を

取り扱わせることができることに留意すること。

第６ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次

のような措置を講じることとしているので、その適切な活用に努められたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関

連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を確保していること。

(2) 公債費負担対策として行う公的資金補償金免除繰上償還の公営企業債分

については、旧資金運用部資金約２兆５，９００億円、旧簡易生命保険資

金約３，５００億円、公営企業金融公庫資金約１兆１，９００億円（公営
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企業借換債による措置４，０００億円を含む。）の計画を平成１９年度にお

いて承認しており、当該公営企業経営健全化計画の着実な実施に努めること。

なお、事業別には、上水道（簡易水道含む）約１兆２，６００億円、工

業用水道約５００億円、地下鉄約４，２００億円、下水道約２兆１，８００

億円、病院約２，２００億円となっていること。

(3) 水道事業及び工業用水道事業において、将来にわたって活用する見込み

がない水道施設等（用途廃止施設）を整理することで事業規模の適正化及

び経営の効率化を図る団体を支援するため、施設処分等に要する経費につ

いて、所要の地方債措置を講じることとしていること。

(4) 簡易水道事業については、前年度に引き続き、事業年度における一般会

計からの繰出しに代えて、臨時的に簡易水道事業債（臨時措置分）を措置

することとし、その結果充当率を１００％（うち臨時措置分１０％）に引

き上げることとしていること。

なお、当該臨時措置分に係る簡易水道事業債の元利償還金については、

その全額を後年度において基準財政需要額に算入することとしていること。

また、簡易水道事業の経営の効率化・健全化を図るため、簡易水道事業

統合計画を策定し、事業内の簡易水道施設を整理・統合しようとする場合に

は所要の地方財政措置を講じることとしているので、積極的に活用すること。

(5) 下水道事業については、平成１８年度の地方財政措置の見直しに伴う平

成１７年度までに発行した下水道事業債の元利償還金に係る従来の公費負

担割合（雨水相当分７割）による額と新たな公費負担割合（雨水分及び汚

水公費分）による額との差額について、前年度に引き続き、下水道事業債

（特別措置分）に振り替え、当該特別措置分に係る下水道事業債の元利償

還金については、後年度において基準財政需要額に算入することとしてい

ること。

また、地理的条件や個別事情によって料金の対象となる汚水資本費（使

用料対象資本費）が高水準となる事業に対して、一定の使用料徴収を前提

に資本費の一部に地方交付税措置を講じる高資本費対策については、使用

料単価が１５０円/㎥以上である事業を対象とすることとしていること。

下水道事業の経営健全化を図るため、平成１８年度の繰出基準の見直し
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を踏まえ、使用料で賄うべき経費と一般会計で負担すべき経費とを明確に

区分するとともに、使用料が低い水準にとどまり、使用料で賄うべき経費

を一般会計からの繰入により賄っている地方公共団体にあっては、早急に

使用料の適正化に取り組むこと。

加えて、下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差により構造

的に生じる資金不足を補うため、資本費平準化債として所要の地方債措置

を講じることとしているので積極的に活用すること。

さらに、流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に

ついて、前年度と同様に、事業年度における一般会計からの繰出しに代え

て、臨時的に下水道事業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時

措置分に係る下水道事業債の元利償還金については、その全額（流域下水

道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度において基準財政需

要額に算入することとしていること。

(6) ガス事業については、供給段階における事故を低減させるため、ねずみ

鋳鉄管等の経年管対策に要する経費について、新たに地方財政措置を講じ

ることとしていること。

(7) 病院事業については、新たに「公立病院改革ガイドライン」（平成１９

年１２月２４日付け自治財政局長通知）を示し、医師不足の深刻化など経

営を取り巻く環境の変化に的確に対応しつつ、地域において必要な医療提

供体制を確保するため、公立病院改革に取り組むことを要請したところで

あり、病院事業を設置している地方公共団体においては、これを踏まえ、

平成２０年度中に公立病院改革プランを策定するとともに、その着実な実

施に取り組むこと。

その際、医師不足等により近年経営が急激に悪化している地方公共団体

が、不良債務の計画的な解消に取り組むことができるよう、平成２０年度

に限り「公立病院特例債」を創設するとともに、再編・ネットワーク化や

経営形態の見直し等が公立病院改革プランに基づき円滑に実施されるよう、

所要の地方財政措置を講じることとしていること。

第７ 地方公営企業等金融機構について
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地方公営企業等金融機構については、「機構法」に基づき、平成２０年度

上半期の設立へ向け、平成１９年１１月に発足した発起人会（地方六団体の

会長で構成）において準備が進められている。設立後、機構は、公営企業金

融公庫の解散に伴い、平成２０年１０月１日からその機能を承継して業務を

開始することとなるが、機構の貸付け等の取扱いについては、次のとおりと

することとしているので、留意されたい。

(1) 機構の貸付け

機構の貸付対象事業については、業務の重点化に関する「機構法」の規

定及び地方公共団体のニーズ等を踏まえ、現公庫の貸付対象事業から有料

道路事業、宅地造成事業及び市街地再開発事業を除外し、法定の５事業

（水道事業、交通事業、病院事業、下水道事業及び公営住宅事業）のほか、

政令で工業用水道、電気、ガス事業等の１０事業を対象として規定してい

ること。

公営企業健全化基金による利下げは、財政融資資金の金利を下限に、現

公庫と同様の特別利率０．３％、臨時特別利率０．３５％の範囲内とする

ことを予定していること。

平成２０年度地方債計画上、機構資金１兆１，２３０億円を計上するこ

ととしていること。なお、機構資金は、平成２０年１０月から、「地方財

政法施行令」の公的資金となるものであること。

(2) 機構の財政基盤の確保

機構の一般勘定で承継する金利変動準備金の総額は２．２兆円とし、こ

れを平成２９年度までの毎年度期首に２，２００億円ずつ１０年間で繰入

れることを予定していること。

また、平成２０年度の管理勘定における借換債４，２００億円は、全額

政府保証を付すこととしていること。

(3) 機構への出資に対する財政措置

機構への出資について、一般会計出資債（充当率９０％）、公営企業会

計出資債（充当率１００％）の地方債措置を講じるものであること。

また、機構への出資予定額１６６億円を地方財政計画に計上するとともに、

一般財源相当分について地方交付税措置を講じることとしていること。
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